共同契約書記載例
（共同研究の実施）
第２条　甲及び乙は、次の事項に記載の共同研究（以下「本共同研究」という。）を実施するものとする。
（１）	研究課題名　○○○○○○
（２）	研究目的　別表１の４のとおり
（３）	研究の分担及び内容　別表１の５のとおり
＜以下略＞

別　表 １＜略＞
	４．研究目的
	
	
第２条

	５．研究の分担及び内容
	甲：
乙：
	
第２条




-------------------------------------------------------------------------------------------------------------


（研究経費の負担）
第７条　甲及び乙は、各々の分担に応じた研究に要する経費を負担するものとする。ただし、乙は、本共同研究に要する研究費の一部（以下「研究資金」という。）を甲に対して提供するものとする。
２　前項に規定する研究資金とは、甲が乙から提供を受ける本共同研究を実施する上で必要となる試験研究費等の直接経費と、甲の管理等に必要となる間接経費をいう。
３　研究資金の額及びその内訳は、別表２のとおりとする。
４　前項に定める研究資金については、乙は甲に対し、甲が別途発行する請求書により、甲が指定する口座に振り込むものとする。
＜以下略＞

別　表 ２　
	研究資金
	
	支払者（乙）
	受領者（甲）
	　　　　　　

第７条

	
	支払額
	＊＊＊＊＊円
（消費税及び地方消費税額を含む）
	

	
	
	◯◯年度　直接経費　＊＊＊＊＊円
　　　　　　　　間接経費　＊＊＊＊＊円
	



　乙は、次の明細のとおり本共同研究に係る費用を負担するものとする。
	
	原材料費
	人件費
	経費(※）
	共同研究委託研究費

	自社外
試験研究費
(共同研究費)
	
	
	
	

	自社内
試験研究費

	
	
	
	



※経費の内訳                                                             
	
	旅費
	外注費
	光熱費
	修繕費
	その他
（管理費等）

	自社外
試験研究費
(共同研究費)
	
	
	
	
	

	自社内
試験研究費

	
	
	
	
	


※間接経費の金額は「経費」に含め「その他」として区分する。

◆自社外試験研究費のみの認定を受けたい場合は、以下の記載例でも可とする。
別　表 ２　
	研究資金
	
	支払者（乙）
	受領者（甲）
	第7条

	
	支払額
	＊＊＊＊＊円
（消費税及び地方消費税額を含む）
	

	
	
	◯◯年度　＊＊＊＊＊円
内訳
	原材料費
	＊＊＊＊＊円

	人件費
	＊＊＊＊＊円

	経費(※)
	＊＊＊＊＊円

	共同研究委託研究費
	＊＊＊＊＊円



※経費の内訳
	旅費
	外注費
	光熱費
	修繕費
	その他
（管理費等）

	
	
	
	
	


※間接経費の金額は「経費」に含め「その他」として区分する。

	



-------------------------------------------------------------------------------------------------------------


（研究活動及び研究成果の取扱い）
第２２条　甲は、本共同研究で得られた研究成果をノウハウの秘匿義務、秘密保持義務を遵守の上、甲が行う研究活動のために無償で使用することができるものとする。
２　甲の社会的使命を踏まえ、研究成果は原則として公表するものとする。甲及び乙は、本共同研究で得られた研究成果について、前条に規定する秘密保持の義務を遵守した上で開示、発表又は公開すること（以下「研究成果の公表等」という。）ができるものとする。なお、いかなる場合であっても、相手方の書面による同意なく、ノウハウを開示してはならない。
＜以下略＞


-------------------------------------------------------------------------------------------------------------


（知的財産権等の出願等）
第１０条　甲及び乙は、本共同研究の実施に伴い発明等が生じた場合には、速やかに相手方に通知しなければならない。
２　甲及び乙は、本共同研究の実施により得られた知的財産権が、自己に属する研究担当者に帰属する場合（その知的財産権が共有である場合を含む。）、甲及び乙それぞれの規程等によりその承継を受けるものとする。
３　甲及び乙は、前項に定める知的財産権を自己の研究担当者から承継しない場合、その旨を相手方に通知し、通知を受けた相手方は、当該研究担当者と当該知的財産権の譲受について交渉することができる。
４　甲又は乙は、それぞれ自己に属する研究担当者が、本共同研究を行う過程で、単独で発明等を行った場合は、単独で出願等の手続きを行うことができるものとする。ただし、当該発明等に係る知的財産権（プログラム等の著作権、ノウハウを除く。）出願等の前に、あらかじめ相手方の確認を得るものとする。この場合、出願手続き及び権利保全に要する費用は、出願等を行う者が負担するものとする。
５　甲及び乙は、甲に属する研究担当者及び乙に属する研究担当者が本共同研究の結果、共同して発明等を行った場合、当該発明等に係る出願等を行おうとするときは、当該知的財産権に係る甲及び乙の持分を協議して定めた上で、別途締結する共同出願契約に従って共同して出願等を行うものとする。ただし、甲又は乙が当該知的財産権を相手方から承継し、単独で所有することに至った場合は、甲又は乙は単独で出願等することができるものとする。この場合、出願手続き及び権利保全に要する費用は、出願等を行う者が負担するものとする。
＜以下略＞

様式（第１条関係）　　　　　　　　　　記入例
特別試験研究認定申請書（共同試験研究）
　国立研究開発法人水産研究・教育機構
　理事長　中山　一郎　　殿
	申請年月日
	2021.4.20 

	※認定年月日
	

	※認定番号
	


                                      
主たる事務所の所在地　　○○県○○市○○○○　　　
法人の名称　　　　　　　○○○○株式会社　　　　　
代表者の氏名　　　　　　○○　○○        　　　　
　当該試験研究は、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第２条第８項に規定する試験研究機関等と共同して行う租税特別措置法施行令第27条の４第27項第１号又は第39条の39第26項に掲げる試験研究に該当することから、租税特別措置法施行規則第20条第37項第１号又は第22条の23第37項第１号に規定する試験研究費の額のうち当該試験研究に要した費用の額であることの認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

記
１．共同試験研究を行った試験研究機関等の名称　国立研究開発法人水産研究・教育機構
２．当該共同試験研究の課題　○○○○○○○○○○○
３．当該共同試験研究の実施期間　2019.4.1～2021.3.31
４．租税特別措置法第42条の４第７項の規定の適用を受けようとする事業年度又は同法第68条の９第７項の規定の適用を受けようとする連結事業年度の開始年月日及び終了年月日
2020.4.1～2021.3.31 
５．当該共同試験研究に係る試験研究費の額のうち当該試験研究に要した費用の額
	費　　　　　目
	契約額（円）
	支出額（円）
	費用額（円）

	共同研究費
原材料費
人件費
経費
委託研究費
	○○○○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○
	○○○○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○
	○○○○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○
○○○○○

	合　　　　　計
	○○○○○
	○○○○○
	○○○○○

	※　特別試験研究費の認定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円


上記の申請については、租税特別措置法施行規則第20条第37項第１号又は第22条の23第37項第１号の規定により、認定します。
　　　　　　　　　　　　    　　　　　      　※　理事長　中山　一郎　　　　　　　　　
  
（備　考）
１．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
２．※印のある欄は、記入しないこと。

（作成例）
積算内訳書

	作成日
	2021. 4. 20

	申請者名
	○○○○株式会社

	担当者名
	○○　○○

	TEL
	　

	FAX
	　

	e-mail
	　



（１）共同研究費
	番号
	支出年月日
	名称
	金額（A）
	他者からの
支払（B）
	当期支出額
（A-B）
	当期費用額
	備考

	1
	2020.4.15
	共同研究費
	10,000,000
	0
	10,000,000
	10,000,000
	別添１

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	10,000,000
	0
	10,000,000
	10,000,000
	　



※　水産研究・教育機構から受領した請求書（領収書は発行していません）の写しを別添

（２）原材料費
	番号
	支出年月日
	名称
	金額（A）
	他者からの
支払（B）
	当期支出額
（A-B）
	当期費用額
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	別添２

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	　
	　
	
	
	
	
	　



※　総額のみ記載し詳細情報は別添としても良い。請求書・領収書の写しや社内経理書類を別添。

（３）人件費
	番号
	支出年月日
	支払先
（氏名）
	金額（A）
	他者からの
支払（B）
	当期支出額
（A-B）
	当期費用額
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	別添３

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	　
	　
	
	
	
	
	　



※　対象者の「職種（役職）」「単価」「従事時間」などを含む詳細情報を別添。様式不問。
※　個人情報の取扱に注意して下さい。

（４）経費
	番号
	支出年月日
	名称
	金額（A）
	他者からの
支払（B）
	当期支出額
（A-B）
	当期費用額
	備考

	
	
	旅費
	
	
	
	
	別添４-１

	
	
	外注費
	
	
	
	
	別添４-２

	
	
	減価償却費
	
	
	
	
	別添４-３

	
	
	光熱費
	
	
	
	
	別添４-４

	
	
	修繕費
	
	
	
	
	別添４-５

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	
	
	
	
	　



※　旅費、外注費、減価償却費、光熱費、修繕費、その他の総額を記載し、詳細は別添。請求書・領収書の写しや社内経理書類を別添。様式不問。

（５）共同研究委託研究費
	番号
	支出年月日
	支払先
	金額（A）
	他者からの
支払（B）
	当期支出額
（A-B）
	当期費用額
	備考

	　
	
	
	
	
	
	
	別添５

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	
	
	
	
	　



※　委託先から受領した請求書・領収書の写しや社内経理書類、委託内訳（概要）等が分かる資料を別添。様式不問。


（作成例）
申請内容が適正であることについて説明する書面
（以下の記載内容は例文となります。事情に応じて適切な内容を記載して下さい。）

申請内容の説明

	作成日
	2021.4.20

	申請者名
	○○○○株式会社

	担当者名
	○○　○○

	TEL
	　

	FAX
	　

	e-mail
	　



（１）共同研究費
共同研究費の費用額は、特別試験研究費認定申請書に記載した共同研究の課題に関して、水産研究・教育機構に支払ったものであることに相違ありません。支払額と費用額が異なるのは、○○年度事業年度において支出し、○○年事業年度に費用として計上したことによるものであり、会計処理上適性です。

（２）原材料費
原材料費に記載された物は、特別試験研究費認定申請書に記載した共同研究の課題に要したものであることに相違ありません。

（３）人件費
人件費に記載の対象者は、特別試験研究費認定申請書に記載した共同研究の課題に要したものであることに相違ありません。

（４）経費
経費に記載された対象は、特別試験研究費認定申請書に記載した共同研究の課題に要したものであることに相違ありません。

（５）共同研究委託研究費
共同研究委託研究費に記載された対象は、特別試験研究費認定申請書に記載した共同研究の課題に要したものであることに相違ありません。

（６）認定申請書の提出遅滞について
認定申請書の提出日が、事業年度終了日の翌日から１ヶ月を過ぎておりますが、弊社は法人税の申告期限の延長の特例が認められております。つきましては、提出遅滞につき正当な事由があるとの認定をお願い致します。
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